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（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要（１）事業概要

�単年度繰返

� 20 年度～

�開始年度不詳

�期間限定複数年度

平成 年度～

平成 年度まで　 【業務の流れ】

（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト（２）トータルコスト

単位：千円

1.

2.

3.

単位：時間

（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標（３）事務事業の手段・目的・上位目的及び対応する指標

ア

イ

ア

イ

人

45.2 43.7

18,460

%

24年度

高齢者の医療の確保に関する法律

28

26年度23年度

（決算） （計画）（決算）（決算）

25年度

68,675

5,353

73,462

1,529

61,460

単位

24年度

千円

26年度計画（26年度に計画している主な活動）

・生活習慣病予防のため、早期（３５～３９歳）健診受診

勧奨を強化する（全員通知）。・集団健診会場にても、大

腸がん検診と前立腺がん検診を同時実施する。

特定健康診査対象者数（４０～７４歳）

25年度

単位

ウ 特定健康診査受診率（４０～７４歳）

⑤ 活動指標名

ア 特定健康診査開催日数（集団健診）

人

（決算）

1,702

23年度

13

事務事業マネジメントシート 

27 2

63,071

1,304

保険年金課

62-5401

国民健康保険班

187内線

所属班

1,079

電話番号

18,600

1,622

15

80,846

データなし

（計画）

26年度

90,235

（計画）

26年度

1,142

（決算）

32

25年度

（決算） （決算）

23年度

26年度

18,250

（決算）

25年度

（決算）

680694

24年度

（決算）

24年度

1,369

18,109

9,876

（決算）

1,527

44.5

（決算） （計画）

31 29

50.0

77,063

9,891

平成 25 年度事後評価・決算

施策

体系

基本方針

施策の展開 3

基本事業

施策

ｺｰﾄﾞ1

3

【国保会計】特定健康診査等事業

主要事業

事務

事業名

健やかでやすらぎのあるまちづくり

成人保健の充実

千円

31 27

件

単位

83,127

16

25年度

（決算）

日

12,171

70,940

1.29

67,187

2,603

1.59

１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）１　現状把握（Ｄｏ）

平成

千円

1,176

※全体像を記述⇒

6,460 4,551

事

業

費

16,920

1.需用費

80,344

16,953

千円

事業費計  （A）

会計 項予算

科目

4,525

千円需用費

役務費

委託料

1,176

1

款

08保健の充実 1

費

目

内

訳

② 事業の内容　※何をどのようにする事業なのか、市民が理解できるよう記述する、行政用語は使わない

特定健康診査は、生活習慣病（メタボリックシンドローム）を予防し、医療費の削減がはかれるように、各保険者（旭市）が、国民健康

保険加入者で４０～７４歳の方に健康診査を実施する事業。※旭市国保保健事業として３５～３９歳の方にも健診を実施している。

【健診項目】問診、身体計測、腹囲測定、尿検査、血圧測定、診察、血液検査（脂質：中性脂肪・HDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ・LDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ、肝

機能：GOT・GPT・γ‐GTP、血糖：ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA1c、※旭市追加項目：尿酸・クレアチニン・eGFR）、必要に応じ、心電図、眼底検査、貧

血検査   ※後期高齢者健康診査も後期高齢者医療広域連合からの受託にて同様（腹囲測定除く）に実施する。

【健診方法】集団健診：各保健センターで、7月（午前）に実施。個別健診：指定医療機関で、６～９月（診療時間内）に実施。

【健診費用】　無料

①健康診査通知該当者抽出　②受診票出力　③通知発送　④健診実施　⑤結果処理（結果通知）　⇒　保健指導実施へ

63,176

Ｈ22

男79.0

女86.1

歳

5,898百万円

1,201

23年度

（決算）

単位

② 事務事業を取り巻く状況（対象者や根拠

　法令等）はどう変化しているか？開始時期

　あるいは５年前と比べてどう変わったか？

（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等（４）事務事業の環境変化、住民意見等

人

637

1,526

平均寿命（平成１７年：男77.3歳、女83.8歳）

④ さらに、どんな上位目的に結び付けるのか

メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）の該当

者・予備群者が減少する

健康寿命（平均寿命）の延伸をめざし、医療費（診

療費）の削減をはかる

データなし

5,831

データなし

5,946 5,715

1,368

（決算）

根拠法令等の変更はなく、健診受診率向上のた

め積極的な取組がすすめられている。

第２期特定健康診査等実施計画（Ｈ２５～２９年

度）

① 開始したきっかけは何か？どんな経緯で始

　まったか？

市で実施する特定健康診査は、国保被保険者のみ

が対象であることが定着してきている。しかし、住民か

らは「がん検診と同時に受けられないのか」等の希望

がある。

③ この事務事業に対して関係者（住民、議会、事業

　対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が

　寄せられているか？

国の医療制度改革として、医療保険者による健康

及び保健指導の充実を図る観点から、特定健康

診査、特定保健指導の実施が義務付けられた。

703

① 事業期間

0

特定健診等受診票等印刷製本費、消耗品費

特定健診通知等通信運搬費、データ管理手数料

① 事業費の内訳（25年度の実績）

千円 19,129

人

時間

イ 特定健康診査個別健診委託医療機関数

トータルコスト(A)＋(B)

千円

⑥ 対象指標名

イ

内臓脂肪症候群予備群数（４０～７４歳）

（法定報告数）

24年度

（計画）

26年度

単位

人

⑦ 成果指標名（考え方）

特定健康診査及び後期高齢者健康診査委託料

【前年度比増減理由】特定健診受診者数減【歳入】国県支出金33,721千円、広域受託金16,514千円

うち一般財源

千円

千円

内臓脂肪症候群該当者数（４０～７４歳）

（法定報告数）

人

件

費

30,229

3,207

12,187

2,599

1.291.59

3,203

23年度

根拠

法令

課
52800

ｺｰﾄﾞ2

123

1

健康診査事業

目

国保会計

⑧ 上位成果指標名（考え方）

上

位

目

的

診療費の状況

(　入院・入院外・歯科の費用額　)

0

2.役務費

③ 意図（対象がどのような状態になるのか）

② 対象（誰、何を対象にしているのか）

国保被保険者の４０～７４歳の方、及び３５～３９歳

の方（市の任意対象者）

② 延べ業務時間の内訳（25年度の実績）

目

的

特定健診業務専任従事者（健診に係る全業務）　1人　1,735時間（※保健指導時

間除く）　健診準備等　8日×７時間　　56時間

健診受付　１人×4時間×27日108時間　（22年 36日、23年 32日、24年 31日）

健診結果処理　１人×100日×7時間＝　700時間

3.委託料

4,551

61,460

延べ業務時間

人件費計  (B)

ア

特定健康診査対象者数（３５～３９歳）

正規職員従事人数

手

段

① 主な活動

25年度実績（25年度に行った主な活動）

・集団健診…２７日間実施　・個別健診…６～９月実施、旭市内

医療機関に加え匝瑳市の１５医療機関が増える。

・未受診者対策として、年度末年齢５１～５５歳の方にアンケート

調査及び受診勧奨を実施する。



２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価２　評価（Ｃｈｅｃｋ１）担当者による事後評価

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  結びついている ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  適切である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  妥当である ⇒【理由】

�  活動量を増やせば成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やさなくても、やり方を工夫することで成果は向上する ⇒【理由】

�  活動量を増やしたり、活動を工夫したりしても、今以上成果は向上しない ⇒【理由】

�  他に手段がある

事務事業名：（ ）

�  統廃合ができる ⇒【理由】

�  連携ができる ⇒【理由】

�  既に統廃合・連携している ⇒【理由】

�  統廃合・連携ができない ⇒【理由】

�  他に手段がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  削減余地がある ⇒【理由】

�  削減余地がない ⇒【理由】

�  見直し余地がある ⇒【理由】

�  公平・公正である ⇒【理由】

３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括３　評価（Ｃｈｅｃｋ2）担当課長による評価結果と総括

（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）（２）全体総括（振り返り、反省点）

① 目的妥当性 �適切 �見直し余地あり

② 有効性 �適切 �見直し余地あり

③ 効率性 �適切 �見直し余地あり

④ 公平性 �適切 �見直し余地あり

４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）４　今後の方向性（事務事業担当課案）（Ｐｌａｎ）

（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可）（１）今後の事業の方向性（複数選択可） ※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性※２～３年後を目処にした方向性 （３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果（３）改革・改善による期待成果

�目的再設定 �行政関与の見直し

�事業のやり方改善による成果向上 �事業統廃合・連携（関連事業： ）

�事業のやり方改善による事業費削減 �事業のやり方改善による延べ業務時間削減

�受益機会の適正化 �費用負担の適正化

�廃止・休止

（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について（２）改革改善案について ※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？※いつまでに、なにを、どうするのか？

（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策（４）改革、改善を実現する上で解決すべき課題（壁）とその解決策

【国保会計】特定健康診査等事業

② 対象・意図の妥当性

③ 行政関与の妥当性

国で指定されている40～74歳の対象者への健診は継続実施し、今後も受診率向上に努める。旭市任意で35～39

歳を対象に健診を実施しているが、健診結果から保健指導を要する方が見られ、早期からの生活習慣病予防への

働きが必要である。

医療保険者による実施が義務づけられている。

班名 国民健康保険班保険年金課課名事務事業名

①②なし、③がん検診は国民健康保険被保険者以外も受診するため、特定健診とがん検診の健診受診方法の調整が必要である。

④臨時職員の確保と健診委託業者との調整

低下

成果

向上 ○

いつまでに なにを、どうするのか？

平成26～29年度の第2期特

定健康診査等計画期間に取

り組む

①平成26年度健診通知に受診勧奨チラシを同封する。②早期受診勧奨（35～39歳）を拡充す

る（全員通知）。③集団健診会場でも大腸・前立腺がん検診を同時実施し、他のがん検診につ

いても協議していく。④集団健診受付業務と結果処理業務の効率化を検討する。

維持

（廃止・休止の場合は記入不要）

健診受付業務及び健診結果処理業務を臨時職員等で行うことは可能。また、健診委託業者との調整により、集団

健診における正規職員の業務時間を削減ができる可能性がある。

増加維持

集団健診（各保健センターが会場）か個別健診（指定医療機関）のどちらでも実施できる体制であり、土曜・日曜日

健診も実施している。今後も受診しやすい体制を整えていく。

効

率

性

評

価

⑦ 事業費の削減余地

（表面トータルコストの事業費部分）

⑧ 人件費の削減余地

（表面トータルコストの人件費部分）

事業の内容が一部の受益者に偏っていて

不公平ではないか？受益者負担が公平・

公正になっているか？

⑨ 受益機会・費用負担の

　　適正化余地

やり方の工夫（業務プロセスの改善など）

や臨時職員の活用・委託により、正規職員

の延べ業務時間を削減できないか？

がん検診

内臓脂肪症候群該当者数及び内臓脂肪症候群予備群数は計画目標値の水準に達しているが、更に

削減をしていくため、今後も受診しやすい体制を整えて受診率の向上と保健指導につなげていくよう

にする。

（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果（１）１次評価者としての評価結果

コスト

削減

目的を達成するには、この事務事業の他

（民間・国県を含む）に方法があるか？

↓

他に手段がある場合

(1)具体的にはどのような事務事業か？

(2)類似事業との統廃合ができるか？類似

事業との連携を図ることにより、成果の向

上が期待できるか？

公

平

性

評

価

⑥ 類似事業との統廃合・連携の

    可能性

有

効

性

評

価 (1)

(2)

集団健診においても、同時実施できるがん検診と連携を取りたい。平成２６年度より、集団健診会場で大腸がん検

診および前立腺がん検診を同時実施していく。

事業費を削減できないか？（経費の精査、

過剰仕様の適正化、回数削減、住民の協

力、アウトソーシングなど）

がん検診等

⑤ 成果の向上余地

次年度以降の成果向上が期待できるか？

事務事業を取り巻く環境変化等を考慮する

とどうか？成果の向上余地はどの程度ある

か？

内臓脂肪症候群該当者数は25年度目標値水準であり、内臓脂肪症候群予備群数は第２期特定健康診査等実施

計画最終年度（H2９年度）の目標値を達成している。

④　成果の現状水準

特定健診の受診率アップを目標としているため、受診者数が増加すると、委託料等が増える。健診料金の自己負

担徴収は、受診率低下となる可能性がある。

健診未受診者対策、若い世代への健康診査受診勧奨及び人間ドック受診機会の拡大（人間ドック受診も特定健

診受診として扱われる）をしていくことで受診率の向上を図り、かつ保健指導につなげることで、成果は向上する可

能性がある。

あるべき水準や目標に達しているか？近

隣市や類似団体と比較してどうか？

目

的

妥

当

性

評

価

① 施策体系との整合性

対象を限定・追加すべきか？意図を限定・

拡充すべきか？

なぜこの事業を市が行わなければならない

のか？税金を投入して実施すべきか？

この事務事業の目的は市の施策体系に結

びつくか？意図することが上位目的に結び

ついているか？

健診受診率の向上が、生活習慣病予防につながり、医療費の削減となる。


